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現在、様々な環境問題が目に見える形で顕在化してきている。ローマクラブが1972年に発表した第
一報告書「成長の限界」は、20～21世紀は地球規模での危機が行き亘るであろうと予見した。近い未
来に来襲する壊滅的な地球環境破壊を回避するためには、これまでに言われてきた以上に今日の大量
枯渇的、浪費的な生産方法と、資源・エネルギー・食糧の有限性とその消費のあり方が未来維持的な
視野・観点で人々に再検討されねばならない。そこでは、自然との共生、資源の循環型社会づくりが
重要な私達の課題となることが明らかになるであろう。
しかし、現状が潜在的にも顕在的にも破壊的危機として見えてきているにも拘らず、現代日本社会
では、本来資源であるべきものの多くが廃棄物として処分され、多くの部分が「ごみ」として焼却さ
れたり、埋め立てられたりしている。日本では1977年に一般廃棄物を焼却することによりダイオキシ
ン類が発生することが判明して以来、多くの国々がいかにしてゴミを出さないか、また、いかにして
ゴミを焼却しないかという政策策定、施策努力が開始された。ところが、日本では殆どの廃棄物が
「不要のゴミ」として焼却され、そこでダイオキシン等注1）有害物質を含む焼却煙や焼却灰が住民の
生活環境の中に排出され、自然豊かな山や海、都市の中の林や水源地域および住宅地等の生活環境汚
染されたり埋め立てられたりしている。そこでは、国・地方の行政･政治、業界・業者、および御用
学者･「識者」における焼却主義が蔓延しているのがみてとれる。
本稿では、このような環境破壊的な日本政府や各地域の行政のあり方、殊に地球・地域から限りあ
る資源を奪い去り、さらには有害物質という形で地球および私たちに多大な被害、負荷を負わすゴミ
問題についての（対廃棄物行政）のあり方を問う教育教材づくりの意義と作成の視点を考察・提示し
たいと思う。
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１　日本の環境教育の課題
１）政府の開発主義的「調和論」の維持と、公害教育排除の歴史－日本における悲惨な公害の被害の
事実や教訓（訴訟・国・行政・企業の態度）は教育にいかされてきたか－
日本環境教育学会の会長でもあった沼田真は「環境教育を公害教育の形でスタートさせたことは明
らかに誤りであった」と『環境教育論』（東海大学出版）で書き、環境庁･文部省の公害・環境教育の
方法を批判し、同時に日本における民間の公害教育の歴史の意義を相対的に低めた。自然愛護を優先
し公害・環境教育を背後に置き去りにするこの考えは、今日でも、環境教育における公害教育の位置
と意義を低める流れや思想として日本の環境教育学会や教育界、産業界を覆っている。当時から、地
域の産業優先、行政の不十分な公害対策姿勢を養護する教育、国や県の責任を曖昧にする教育が多く、
公害教育への非難は強かった。多くの裁判で公害・生活環境破壊の実態が明らかにされ責任主体が確
定されても、高度経済成長主義の社会の下では公害教育は各地で「偏向教育」扱いされ排除されてい
た。行われたとしても開発容認の「官許の公害教育」が多かった。
これは、「自然と開発の調和」、後には「持続可能な開発」という名の経済優先・開発主義を許す政
策や教育の下に文部省・教育委員会等教育機関・関係者が入っているからである。これは国民生活や
生活環境を犠牲にした経済優先・開発優先の財界に従属する政府の態度に原因がある。経済優先・開
発主義の元凶をなす主要因に、献金や官業癒着の天下りシステムや政策決定･予算決定・契約におけ
る政・官・業（財）の癒着がある注2）。それらは、政府各省庁の官僚の天下り願望、財界･産業界･各
企業の天下り受け入れ要望と受け入れシステム、および各企業や各種業界の「ザル法」（迂回献金、
分散献金等）下の政治献金による立法・政策の買収に原因がある。
２）忘れられた公害・環境教育の教訓　―再生へむけて―
「過去に学ばないものは未来に対して盲目となる」とドイツのヴァイツゼッカー大統領は述べた注3）。
これは、戦前ドイツの侵略戦争や独裁政治の残虐さ、悲惨な歴史を直視して学び、新しい社会を創ろ
う、と呼びかけたときの言葉であるが、日本における侵略戦争、公害・環境破壊の歴史に対する日本
人の態度についても同様のことがいえる。
日本には現在も公害は存在するが、過去にも多くの公害事件があった。その分野･種類は、産業公
害（鉱害を含む）、都市生活型公害、公共事業公害、薬品公害、食品公害、基地公害、合成化学物質
公害（複合汚染を含む）、廃棄物公害など多岐にわたる注4）。これらの公害は自然環境と国民・住民と
に悲惨な被害と多大な負担を与え、生存権、環境権を侵害してきた。このことを、社会や教育の遺産
とし、教訓として解明し伝えていくことが歴史的に求められている。
これらの公害被害と住民の自然科学的、社会科学的、権利的な闘いの教訓は、普通教育、一般教育
においては殆ど伝えられておらず、国民の一般教養および常識とはなっていない。
殊に、21世紀の日本のアスベスト公害は、行政の不作為が被害を拡大させてきたものである。日本
においてアスベスト公害の危険が報告されたのは、戦前の1940年の「（大阪泉南地区等の）アスベス
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ト工場における石綿肺の発生状況に関する調査報告書」においてであった。戦後は、大阪、奈良等で
1950年代後半、1960年代に石綿肺が、1970年代には大阪府公害課第四係と労働基準監督署による調査
で「胸膜中皮種合併」症例が報告されている注5）。
繊維製品の形では防火幕、防火服、ゴム・レジン（ワニスなどの原料となる天然樹脂）を結合剤と
するブレーキライニング、セメントとの複合材では壁材、防火板、吸音板、屋根瓦などに使われてい
た。日本におけるアスベスト禁止は、1975年、2005年に行われたがいずれも不徹底であった。アスベ
ストの危険性は、戦前および1960年代からも指摘されてきたにも拘らず、政府・企業などが一体とな
って徹底した使用禁止措置を行わずに21世紀に至ったのである注6）。アスベストの危険性については
教育において取り上げられた例は少ない。
日本における公害は、人間の活動、とくに企業活動とそれを指導・許可するか見逃し・放置し、法
や政策においても不作為とした国や地方行政の行為も素因であり、重い責任があったことが明らかに
なっている。しかし、日本における官許の環境教育は、公害・環境教育が提起した理念、内容を偏向
しているとして排除し続けているので、日本における公害事件の教訓、殊に公害被害者の認定・救済
の冷酷な国の対応、公害の発生過程、環境関連諸法のザル的性質、および環境行政の経済優先施策の
実態などが殆ど伝わっていない。したがって、現在進行しつつある環境ホルモン汚染や電波障害等の
緩慢的環境破壊（公害）や原発公害の危険性についての国民の認識と関心は希薄といえる。
日本における公害・環境教育が示した教訓は、公害被害の悲惨さ（被害者の生命、生活、人生の破
壊、加害者の冷酷、行政の不作為や非情などの事実と歴史）を示し、それにいたる原因解明、それを
再び起こさせない社会や産業、企業、行政、住民のあり方、生活環境のあり方、自然との共生を考え
る教育の創造である注7）。したがって、公害・環境教育は同時に、生存権的基本権（生活権、環境権、
学習・教育権、労働権）の教育、平和の教育、産業教育･技術教育、市民教育、歴史教育、自然科学
教育の側面を含んだものであることを示したことである。
２　民主的・自治的・協働的な環境行政を求める学力の形成
環境行政のあり方を問い、民主的･自治的な環境行政を実現する力は、環境行政の在り方を学ぶ社
会参加や学習実践の中からうまれてくる。教授・学習における学力の形成は、的確な教材・教育実践
の保障、すなわち、環境行政の歴史と現状、基本的人権・環境権、地域の生活環境の環境共生的あり
方（住民参加の「まちづくり」も含む）などを学べる教材および教育実践の保障から生まれる。それ
らの教育、学力形成は子どもの社会実践、生活実践と深く関係しているが、この側面の考察について
は別稿で行い、ここでは環境教育、殊に民主的環境行政のあり方を把握する環境学習、教材化に焦点
をあてる。
１）求められる教師の「民主的環境行政」観、「環境権」認識、「環境共生的環境教育」観の形成
教師は、上部の｢支配権力｣「有識者」と名づけられた人々によって制度化され枠組みされた内容を
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下請けとして実践するような従属的な位置に置かれやすいが、それに従属しないことが重要である。
今日教師に求められているのは、民主的な「環境行政観」、「環境権」認識、生態学的環境共生の環境
教育観の形成である。教材化・教育実践において注意しなければならない点は、見えない環境破壊的
物質や政策、経済優先の環境行政などを容認・従属すること、御用教育実践に陥ることである。
教師は、共同的、民主的自主学習を進め、環境破壊へ繋がる諸政策・諸理論を克服し、環境共生型
環境教育観を身につけ、教育実践を進める必要がある。そこで、政府の「循環型社会形成政策」の虚
構性や「環境基本法」の問題点、環境行政の民主的な在り方等についての教材化の視点・内容を把握
することが大切である。
求められる教材化は、例えば以下のようなものがある。環境権や生活権を基盤にした環境破壊・環
境汚染の元凶の解明（行政施策、企業経営姿勢、有害物質特性、環境破壊・汚染メカニズムなどを解
明するもの）や、大量生産・大量消費・大量廃棄の経済社会・産業政策・生活政策を問う実践、廃棄
物分別の推奨で留まり発生抑制政策の価値にはふれない行政の「ごみ施策」、およびこれまでの教育
を問う実践、汚染者負担（PPP）･拡大生産者責任（EPR）の価値を問う実践（生産者責任を曖昧に
する「リサイクル」現行法や行政施策も問う）、次世代および同時代の問題としての環境倫理（環境
自身の存続権、後世世代間平等、宇宙船地球号平等）の内容を行政施策と学習者の生活実践とに結合
させた教材化・環境教育実践など、多くの教材化が求められる。
日本ではこれまで、人権および「生物の存続権」無視の環境政策や、企業の政治献金による政治支
配の実態、民主的市民の環境運動、住民の環境訴訟などの内容があまり教材化されなかったために、
環境問題の真の原因や解決の方法論、真の社会的文脈を学習者に理解させる環境教育にはなってこな
かった。
そのため日本では今日でも、多くの人々によって環境破壊・生態系汚染の原因となる物質の多量な
生産と使用が法と制度の下で依然として広範に続けられている。こうした状況を変えるためにも、そ
れらがなぜ続けられているのかの真の原因の解明の授業などを、生活者の生活意識の面や, 国家や各
地方自治体の政策担当・政治体制の面、資本制利潤追求の企業戦略の面などから問う授業がいま求め
られているのである。それは賢い生活者の形成とは民主的、自治的な政策主体、行政主体の形成のこ
とである。環境教育は、自然環境体験学習からさらに、環境問題学習教育へ、そして生態学的環境共
生・環境形成学習へ、民主的環境行政主体形成教育へと系統化され、展開されていかねばならない。
２）求められる「環境行政のあり方」を問う教材化と授業
殆んどの自治体が国や県の経済・産業優先、大型合併･大型事業化、ごみ焼却主義等の反環境的環
境行政の下で苦悶している。環境行政を自治的に実践しようとする地方自治体は「環境自治体会議」
等に参加する自治体などを含めても自覚的自治体は僅かで、多くは政府の巧妙な環境行政の下に従属
させられている。
政府の「公害は終わった」などの号令の下で、環境行政も環境教育も、開発優先政策を主とし、環
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境権主体の環境・公害教育を排除する実践の大勢が築かれた。そこでは、科学・技術の資本主義的な
変質や環境破壊的利用が容認され、環境破壊的な政府や自治体の諸政策や法律が容認され、生活的文
化的条件の破壊・縮小の施策、虚構的な環境諸法（容器包装リサイクル法、環境基本法、循環型社会
形成推進基本法他）などが流布･推進され、そこにおける反住民・反国民的な政治過程、意志決定過
程は隠されてきた。
民主教育の課題は、このような非民主主義的な政治（立法）・行政の容認教育ではなくそれらの民
主的改変・創造である。
３　環境の時代に求められる地方自治主義の原理と民主的環境行政の教材化
日本国憲法は、その「五原則」注8）のうちの一つに「地方自治主義」（第８章）がある。しかし、
実際は、日本の自治体は多くが機関委任事務権限、財政支配、天下り人事などで中央集権支配の下に
置かれてきた。地方分権一括法（1999年、2006年改正）でも地方支配の網は各所で巧妙に張られてい
る注9）。
１）「地方自治主義」原理の教材化へ
地方自治主義は環境行政においても基礎・基本であり、環境行政の教材化にあってはその第一ペー
ジにあたる。
自治とは、自らの社会、組織における法律、財政、行政、人事、政治を他から支配されずに主体的、
自立的に決定し運営する方法論、施政方法のことである。これを基盤に、中央や他自治体との連携、
相互支援関係を築き、自治を強化することができる。
地方自治体（地方公共団体）にあっては、日本国憲法第8章第92条で規定された「地方自治の本旨」、
すなわち各自治体における自立的運営（中央政府との民主的関係、自立的統治）と住民参加主民主主
義）の両輪で運営されることである。環境行政もこの両輪が求められる。
２）住民参加の環境条例つくりの意義についての教材化へ
自治体における法律つくり（条例制定）は、従来は中央政府の基準を越えてはならないとされてき
たが、近年は地方自治権の拡大機運に沿って自治立法権も拡大され「上乗せ条例」（国の規定より厳
しいもの）や「はみ出し条例」（国の規定に無い項目の追加）も制定されるようになった。
ところで、地方統治構想で注意しなければならないのは、政府の「地方分権構想」としての「中核
都市構想」（道州制に至る中間項）や「道州制構想」である。そこに見られるように政府・財界の
「地方分権論」は、中央集権支配のための自治体合併、規制緩和、権限委譲、知事公選制廃止、広域
行政管理などであり真の地方分権、民主主義にはほど遠い。その真の狙いは財界・官僚が求める中央
集権的広域行政、広域経済開発の推進などであり、その対としての住民参加の排除、福祉・教育・環
境政策の犠牲である。したがってこの局面の教材化は欠かせない。
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４　「環境基本法」、「循環型社会政策」の問題点の教材化
環境行政の教材化に際してはその基盤となる環境基本法や循環型社会政策を問う教材化が必須とな
る。
１）「環境基本法」を問う教材化へ－「環境基本法」の問題点（ザル法的特徴）の解明から－
日本の環境のあり方を決める「環境基本法」は、現代日本の産業社会の変化を背景に1993年に制
定・交付（11月）された。しかし、ここにはいくつかの問題点がある注10）。
①　第一に、環境基本法では、「公害対策基本法」（1967年制定）では削除された開発主義が経済の
発展と環境の調和をめざすとして復活し、この法の基調にされたことである。開発主義の復活は、
1992年6月ブラジルのリオデジャネイロにおいて開催された通称「地球サミット（国連環境開発会議）」
の「リオ宣言」と「アジェンダ21」注11）における「Sustainable Development持続的な開発」、「持続
（維持）可能な社会」という考えを日本の財界・大企業の開発に都合のよいように政官業が一体にな
って歪めたものである。Sustainable Development は「持続可能な開発」と開発容認･推進側から
訳される場合が多いが、「リオ宣言」「アジェンダ21」の原則（環境破壊予防の原則、地球環境の維持、
開発の自覚的制限）からすれば「維持可能な発展」でなければならない。しかし、持続的・維持的社
会づくりどころか、工業的経済開発優先主義、資本主義的市場（競争）経済の規模拡大（グローバリ
ゼイション）を前提としたこの環境基本法は、今後、日本においても資源・エネルギー・環境を食い
尽くしていくものとならざるを得ない。これは、地域･地球生態系と共生しうる21世紀型社会づく
り・国民生活づくりに逆行するものである。その証左はいくつもあるがその一つが2002年2月の小泉
首相の施政方針演説であり、そこでは「日本の持続的な経済成長を取り戻す」「改革なくして経済成
長なし」として、環境破壊・生活破壊への反省もなく従来の20世紀型・環境破壊型経済拡大路線を継
承することを宣言していることである。
②　第二の特徴は、環境権注12）が明示されていないことである。「リオ宣言」の第一原則は、「人類
は、自然と調和しつつ健康で生産的な生活を送る権利がある」（環境権）であり、各国国民の環境権
の保障を呼びかけている。しかし、環境基本法には環境権規定はどこにも見られない。環境権とは、
憲法25条「生活権」（健康で文化的な生活を営む権利、公衆衛生権、生活福祉権、社会保障権）の保
障と関連しており、「すべての人は健康で安全かつ良好・快適な環境（大気、水、音、土壌、食およ
び自然・社会などの環境）の下で生活する権利をもっている」という内容である。また、この基本法
は、「リオ宣言」の基本的な立脚点（予防原則、共通で差異ある責任、参加等）を踏襲していない点
も重大である。
③　環境基本法の特徴の第三は、「地方は国の施策に準じて策を講じること」として、憲法の地方
自治主義が否定されていることである。これにより各自治体は中央の統制下におかれることなった。
中央の支配を脱し、民主的関係をどれだけ拡大できるかが今後の地方自治体の課題となっている。
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④　第四は、アセスメント法の制定義務の規定がないことである。環境破壊の可能性を事前に判定
する調査は必要不可欠で、そのための環境アセスメント法（環境影響評価法）注13）の制定は必須であ
る。しかし、このアセスメント法に対して財界や開発関係省庁が開発に支障が出るとしてこぞって反
対した。ここに日本の財界の本質がある。
⑤　第五は、予防的視点、環境破壊予防の原則が盛り込まれていないことである。教育でも、事後
対応的でなく、環境破壊予防の視点での政策や環境行政の重要性について教材化されることが求めら
れている。
２）「循環型社会」を問う授業　―国の「循環型社会形成」政策の虚構的特徴の教材化へ―
①　国のめざす「循環型社会」の問題点の教材化へ
2000年5月に「循環型社会形成推進基本法」が成立したが、国の「循環型社会形成」という美名に
は多くの問題点があり、授業で解明することが大切である。
その視点の第一は、リデュ－ス・発生抑制、リユース、リサイクルの優先順位は書くが、実際には
「発生抑制は困難、不可能」としてまともに取り組まないことである。第二は、発生抑制のない大量
生産・大量廃棄社会を温存し、経費のかかるごみ排出処理に重点を置き、「ゴミマフィア」の利益を
図っていることである。ゴミマフィアとは、ゴミによって儲けている人たち（プラントメーカー、ゼ
ネコン、土建業者、廃棄物処理業者、製造業者、利権政治家・官僚・学者）のことである。
②　汚染者負担の原則（PPP）、拡大生産者責任の原則（EPR）の教材化を
2000年に成立した「循環型社会形成推進基本法」は、拡大生産者責任の考えが入っていると政府は
説明しているが、「技術的及び経済的に可能な範囲で」という限定条件がつけて生産者の責任を大幅
に緩和した。いわゆるザル法的抜け道を設けたのである。これが官業癒着の結果である。このような
拡大生産者責任の弱さは、ごみ減量・再資源化に困難をもたらしている。「容器包装リサイクル法」
（1995年）は、メーカーの責任を問わないので再利用困難なボトルの生産が急増し、自治体の財政負
担も増大している。
汚染者負担の原則（Polluter Pay Principle＝PPP）、拡大生産者責任の原則（Extended Producer
Responsibility＝EPR）の明確な法制化は世界の趨勢であり、日本での遅れは許されない注14）。
世界的な廃棄物汚染問題の増加に対応して、OECD（経済協力開発機構）は1972年に、汚染発生者
に生産段階における環境汚染の除去、および原状復帰コストを負担させる汚染者支払い（負担）の原
則（PPP）を導入した。汚染者支払い原則（PPP）の設定理由は、「生産者のみが、最大限可能な製
品寿命とスクラップされた場合の最良の回収処分方法を（環境負荷最小に）確保するために、その製
品デザインと製造過程を開発できる」という点にある。現代的には、ペットボトルや使用済みの携帯
電話、家電、PCなどの回収費用、資源化（リサイクル）費用は生産者が持つべきであるとの主旨で
ある。日本の家電、自動車、飲料、食料等の業界・企業は、廃棄物責任に殆んど後ろ向きで、その経
費を自治体や使用者（消費者）に負わせており、そのことも加え総じて、発生抑制、廃棄物減量に消
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極的である。このことの教材化も必須である。
③　ごみ処理における「焼却主義」の教材化へ
政府は「熱回収」「Refuse Derived Fuel＝RDF」などと称し、焼却の廃熱を発電にまわす大型焼却
炉建設に力をいれ、「燃やせばよい」という政策を進めている。各企業等生産者の減量化や再利用を
妨げ、焼却発電のためごみ量を固定化（反減量化）しかねない。焼却路線でなく、生産者に回収・再
利用を製品コストとして負担させる、拡大生産者責任（EPR）の推進でなければならない。この事
柄の教材化が求められている。
おわりに
小論では、学校教育における環境行政の教材化の意義と視点について考察してきた。学校教育にお
ける環境教育は、入門期から自然生態系についての体験的認識をめざすが、環境教育はこれにとどま
らず、継続教育・発展学習としての環境破壊・環境問題教育へ、さらには環境形成・生活環境主体形
成教育へと発展されていかねばならない。環境形成・生活環境主体形成教育の中核は、地域の住民と
しての、また地球市民としての環境保全･環境再生の実践力の形成である。地域の実践（Local
Action）は、住民の自治（子どもの社会参加の権利を含む）と地方行政の自治との両輪で共同されね
ばならない。このとき環境行政主体と行政マン（執行官）には環境施策、環境形成における徹底した
自治、民主主義が求められる。その対としての住民・市民、そしてその一員としての子どもには、国
や県・市町村の環境行政の方法･内容を民主的、合生態学的環境保全的な目で見る力が育っていかね
ばならない。これからの環境教育は、本論で考察、提示したような国などの環境行政の反国民的法制
や施策の側面を見抜く力、それらを是正・打開していく力、すなわち、環境行政の民主化･自治化を
進める力を育てうる教育実践が求められているのである。その意味で、環境行政のあり方を問う教材
化およびその教育実践はさらに深められ、広げられていかねばならない。
【注】
１）ダイオキシン問題：我が国におけるダイオキシン類汚染の問題は、1983（昭和58）年秋、ごみ焼
却施設の集塵灰からダイオキシン等が検出されたとの報告により始まる。茨城県大利根町、埼玉県
所沢市の産廃焼却煙のダイオキシン問題から全国に知られるようになった。ダイオキシン汚染事件
は、①1960年代のベトナム戦争でアメリカが使用した生物兵器「枯葉剤」の大量散布（ベトナムの
山野・河川・人民、アメリカ兵・韓国兵の大量汚染）、②カネミ油症事件（カネミ製造の食油から
西日本一帯で1968年に発生したダイオキシン汚染事件。PCBの中の微量ダイオキシン類＝ポリ塩
化デイベンゾフラン（PCDF）、ポリ塩化デイベンゾダイオキシン（PCDD）、コプラナーPCBの毒
性の複合汚染）。③1972年アメリカ･ミズリー州の「化学プラント」廃液散布･汚染事件、④1976年
イタリア･ミラノ市郊外セベソ事件（ギボ－ダン社イクメサ工場の安全装置の破壊による大量放出･
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汚染。原因：反応器内危険限界温度設定の安全率の設定管理の思想や技術がなかった（温度記録計
の電源管理含む）や作業員の現場離脱等労働管理ミス）、などがよく知られている。参考文献には、
宮田秀明『ダイオキシン』岩波新書、1999年、「宮田秀明のダイオキシン問題Ｑ＆Ａ」（合同出版、
1998年）、酒井伸一『ダイオキシン類のはなし 』（日刊工業新聞社、1998年）などがある。
２）政官業癒着（鉄のトライアングル）：官僚の天下り・収賄・情報漏洩・職務権限濫用、企業の贈
賄・政治献金・談合・情報買収、政治家の収賄・口利き・政策立法誘導等が秘密裏に硬く結合して
反国民的な犯罪行為を行う癒着のこと。さらに御用学者、御用マスコミ（報道）を加えた政・官・
業・学・報癒着（鉄のペンタゴン）が進行し、体制順応化した学者やマスコミが果たす反社会的役
割が問題となっている。
３）リヒャルト・フォン・ヴァイツゼッカーRichard von Weizsäcker：ＥＣ創設期のドイツの大統領。
ローマクラブ会員。1984年５月第８代大統領、1989年５月第９代大統領。1985年５月８日の連邦議
会における演説「ドイツと日本の50年」の中の一節「過去に眼を閉ざす者は、未来に対してもやは
り盲目となる」と述べ、｢過去を直視する事は辛いが、然し克服する努力は政治家の使命である｣こ
と、｢過去(歴史）に学ばない（否定する）ものは過去を繰り返す」ことを強調した（『荒れ野の40
年』、岩波ブックレット）。すべての人にとっても同じことがいえる。
４）公害にはたとえば次のようなものがある。戦前の足尾鉱毒公害、戦後の第一次産業公害（熊本水
俣病、四日市大気汚染、イタイイタイ病公害＝阿賀野川・カドミウム汚染＝、新潟水俣病）、第２
次産業公害（倉敷・水島コンビナート、安中東邦亜鉛、新居浜公害、北九州大気汚染、他）、都市
生活型公害（工場排煙・自動車排ガス等大気汚染公害＝西淀川、尼崎、川崎、名古屋、東京、新幹
線騒音・振動公害）、食品公害（森永ヒ素ミルク・カネミ油症、BSE、ヤコブ病等）、薬害公害
（スモン病、サリドマイド、キノホルム、クロロキン、ソリブジン、薬害エイズ、薬害肝炎など。
タミフルも疑われている〈2007年〉）。さらには、公共事業等開発公害（道路開発、工業団地開発、
リゾート開発等による海浜・山野・河川湖沼等環境破壊）、ダイオキシン類等化学物質汚染公害
（環境ホルモン、アスベスト、農薬等の汚染）、基地公害（騒音・汚水排水・開発・風俗等による環
境破壊。注：日本における米軍基地公害は沖縄・嘉手納他多数、横田、厚木、横須賀、小松、岩国、
三沢、百里他多数）、ごみ公害（東北ごみ戦争、東京ごみ戦争、各地焼却場排煙・埋め立て場環境
破壊、杉並病、他）、などがある。
５）兵庫医科大学内科学第３講座『日本の石綿肺研究の動向』1981年、大阪の労働衛生史研究会編・
発行『大阪の労働衛生史』1984年。「公害の危険性」認識から原則使用禁止まで33年が経過してい
る。
６）アスベストは、古くはエジプトのミイラの包布、ローマ人の戦闘衣服、竹取物語の「火鼠の皮衣」
（ヒネズミのかわごろも）、平賀源内の「火浣布」（かかんふ）」などで知られている。高い「抗張力」、
「不燃性」、高温・高熱への「耐熱性」、「耐薬品性」、「絶縁性」、「耐久性」、他の物質と混ぜ合わさ
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る「親和性」などの特徴を持っている。近代では、建築材料、自動車部品、実験用具など多様に利
用されてきた。しかし、人間の肺の中に吸入されると、アスベスト繊維は分解されず、それを消化
しようとするリンパ球細胞は死滅してしまう（0.1～0.5μミクロンほどの結晶なら気道の奥まで入
り込む）。アスベストは世界中で1930年代から人体への危険性が報告されてきた（1935年には米国、
英国で肺癌、1952年カナダ、1960年日本で悪性中皮種報告）。1971年、労働省：「特定化学物質等
障害予防規則」の制定（石綿など危険な化学物質取扱を規制）。この解説書で「大気中に放出する
と労働者への中毒や障害のみならず、公害をもたらすことになる」と指摘。アスベストの危険性は
1972年にＷＨＯ（世界保険機構）にも報告されていた。1973年、当時の環境庁はイギリスでアスベ
スト工場の労働者や周辺住民に中皮種による死亡者が出ているという研究報告を入手していた。
1975年には、労働省により建設現場での「アスベスト吹きつけ作業」はで原則禁止された。しかし、
工場周辺の環境を守ることの規制は全く行われなかった。（同1975年、アメリカでは作業現場だけ
ではなく、一般環境でのアスベストの排出量規制をし、1979年、米環境保護庁は学校におけるアス
ベスト除去を決めた。しかし、日本の環境庁は入手していた情報を文部省には伝えなかった。８年
後の1987年になって漸く文部省は学校におけるアスベストの除去を指示するが、徹底されず2007年
になってもアスベストが残存している学校が報告されている。年月の経ったアスベストは材質が劣
化し、より飛散し易く、関係する子どもたちの肺に何らかの悪影響を与えている可能性が高い。
アスベストに関して参考となる文献には、以下のものがある。①姜　健栄『アスベスト公害と癌
発生』朱鳥社、2006年。（アスベスト曝露による悪性胸膜中皮腫の本邦初例報告者が自らの実験例
を中心にアスベスト公害の歴史と現状を解説している）。②公害等調整委員会事務局『アスベスト
による公害紛争処理対応のための基礎調査報告書』、公害研究対策センター（小平）、2007年。③粟
野仁雄「アスベスト禍―国家的不作為のツケ―」集英社、フォームの始まフォームの終わり2006
年。
７）公害・環境教育の内容と意義については以下の文献に詳しい。①国民教育研究所編『公害学習の
展開』（草土文化、1975年）、②福島要一『環境教育の理論と実践』（あゆみ出版、1985年）、③福島
達夫『環境教育の成立と発展』（国土社、1993年）、④民主教育研究所編・発行『環境と平和』（「民
主教育研究所年報」２号、2001年）。
８）日本国憲法における「憲法五原則」とは、主権在民主義、恒久平和主義、基本的人権保障主義、
議会制民主主義、地方自治主義である。戦後の小・中・高・大の学校においては、曖昧な表現の
「国民主権」「平和主義」「基本的人権の尊重」の三原則しか教えられていない。これは、国と教科
書検定の態度が議会制民主主義や地方自治主義を意図的に排除したと考えられる。これによって、
国民は地方自治主義や議会制民主主義の大切さ・価値の認識から遠ざけられてきたといってよい。
因みに、憲法解説書の類も三原則しかふれていないものが多い。参考となる文献は、川村俊夫『日
本国憲法の心とはなにか』あけび書房、2000年（ここでは「五原則」が詳述されている）。
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自治について：自治は、経済的・財政的自立が中核であり、政治的・行政的自立と協働的・相互
支援的に関わり、その自治体の生活福祉、産業、文化、教育、環境を住民とともに、住民のために
守り発展させていく集団や行政体の行動形態、運営原理のことをいう。
９）参考資料には、①須見正昭〈三位一体の改革〉と地方財政－〈戦争をする国〉への道の是正を－
（自主・平和・民主のための広範な国民連合『日本の進路』地方議員版23号、2004年５月所収）、②
自由法曹団意見書「戦争協力、地方統制を進める〈地方分権〉一括法案、米軍用地特借法再改悪に
断固反対する！」（1999年６月）、などがある。
10）「環境基本法」関係の参考文献には次のようなものがある。淡路剛久、礒野弥生「環境保全基本
法について」、『環境と公害』22巻2号、岩波書店、1992年、森嶌昭夫「新たな環境基本法の考え方」、
『かんきょう』17巻８号、ぎょうせい、1992年、鈴木武夫「「環境憲法」たりえない基本法案」、『エ
コノミスト』1993年５月18日号、毎日新聞社、小早川光郎「環境基本法の制定問題」、『ジュリスト』
1015号（環境保護の新展開）、有斐閣、1993年、清水文雄「環境基本法案はどのようにして生まれ
たか」、『世界』578号、岩波書店、1993年など。
11）「アジェンダ21」（行動計画21）とは、「リオ宣言」を実行するための行動綱領であり、①社会
的・経済的側面、②開発資源の保護と管理、③主たるグループの役割強化、④実施手段という4つ
のセクションから構成されている。
12）環境権の考えが最初に提示されたのは、国際社会科学評議会・環境破壊に関する委員会主催「現
代世界における環境破壊に関する国際シンポジウム」（東京1970年）の「東京決議」においてであ
る。その決議の中にY.L.サックスの以下の考えが盛り込まれている。「とりわけ重要なのは、人た
るもの誰もが、健康や福祉を侵す要因にわざわいされない環境を教授する権利と、将来の世代への
現在の世代が残すべき遺産であるところの自然美を含めた自然資源に与る権利とを、基本的人権の
一種として持つという原則を、法体系の中に確立するよう、我々が要請することである」と。健康
で文化的・福祉的な環境と自然美を含めた自然資源とを享受する権利（環境権）が、基本的人権の
一つであること、これを司法、行政の中に確立させていこうという先駆的な提唱である。しかし、
日本の司法と行政、官僚はこの環境権を21世紀なっても頑なに認めようとしていない。ここにこの
国の後進性と悲劇の元凶がある。
13）日本の環境アセスメントは、1972年の「各種公共事業に係る環境保全対策について」が閣議で了
承され、「港湾法」等の個別法によるものや、各省庁の決定などのアセスメントが部分的に導入さ
れてきた。しかし、それでは不十分という世論に押されて、1976年「環境影響評価法」が国会に提
案されたが、 業界等の反対が強く継続審議となり、ついに1979年に廃案とされた。後にこの法は、
漸く1997年に成立・公布され1999年６月に全面施行された。しかし、各公共事業計画を前提とした
公の環境アセスメントは、殆どが問題点を削除したり隠したりして事業に合わせたデータが揃えら
れることが多く、事業を追認するものとなっている。事業計画の無批判的容認・評価は、「合わす
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メント」であると国民･市民から非難されることが多い。
14）拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility＝EPR）の理念は、1990年代初頭にスウェ
ーデンのリンドクビスト（ランド大学）が提唱した。すなわち、生産者（事業者・企業）は、設計
段階で環境負荷を低減できる立場にいる、それゆえ、廃棄物や環境負荷の根本的な責任は生産者が
負うべきである、したがって、「生産者に製品の全過程の責任を課すことで製品から発生する環境
負荷の低減を制度（法）として目指させることができる」という生産者の責任拡大の原理を、彼は
示したのである。設計過程、生産過程、使用過程、および廃棄過程まで生産者に責任があるという、
責任範囲を拡大した拡大生産者責任（EPR）の原理である。生産物の仕様を決めるのは、製品の
材料選択や設計の制御可能性（controlability）を持つ人、つまり、製品開発者・企業（ブランドオ
ーナー）、製造業者、流通業者（含小売業者）、容器利用事業者のことである。
